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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会計年度に係る主要な経営

指標等の推移については記載しておりません。また、第10期中間会計期間より中間財務諸表を作成している

ため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．従業員数は就業人員数であり、従業員数の（ ）外書は、臨時従業員の１日８時間換算による平均雇用人数

であります。 

５．当社は平成18年４月19日付で株式１株につき20株の株式分割を行っております。 

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
12月１日 

至平成19年 
５月31日 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
11月30日 

売上高 （千円） － － 3,421,703 4,511,542 5,694,308 

経常利益 （千円） － － 522,718 482,370 613,208 

中間（当期）純利益 （千円） － － 284,444 251,885 302,566 

持分法を適用した場合の

投資損益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － － 483,300 124,500 483,300 

発行済株式総数 （株） － － 5,162,000 225,600 5,162,000 

純資産額 （千円） － － 2,203,581 988,130 1,984,503 

総資産額 （千円） － － 3,206,009 1,919,122 2,969,835 

１株当たり純資産額 （円） － － 430.85 4,273.63 384.44 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － － 55.25 1,095.16 63.66 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
（円） － － 55.04 － 63.40 

１株当たり配当額 （円） － － － － 6.0 

自己資本比率 （％） － － 68.7 51.5 66.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － 451,767 491,742 625,160 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △187,838 △493,739 △775,083 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △104,940 134,508 557,935 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 757,827 190,824 598,837 

従業員数 

（外,平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

177 

(612) 

142 

(437) 

183 

(573) 



２【事業の内容】 

   当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 



３【関係会社の状況】 

  該当事項はありません。 



４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（ ）内に当中間会計期間の平均人員（１日８時間換算）を外数で 

    記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年５月31日現在

従業員数（人） 177（ 612 ） 



第２【事業の状況】 
（注）当中間会計期間が中間財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

      また、下記金額には、消費税等は含まれておりません。 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

   当中間会計期間におけるわが国経済は、個人消費の回復基調は限定的なものにとどまり、やや力強さに欠ける状況

  にありますものの、好調な企業収益や設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善も見られ、景気は緩やかな回復基調の

  中で推移しました。 

   外食産業におきましては、「食の安全」に対する消費者の関心の高まりや、市場規模が縮小傾向にある中、中食市

  場との競争激化、業界の垣根を越えた出店競争、景気回復に伴う人件費、家賃等のコスト増が収益を圧迫するなど経

  営環境は依然として厳しい状況が続きました。 

   このような中、当社は「お客様に感動を届ける」という経営理念のもと、お客様の立場にたった視点を重視し 

  「味・笑顔・心配り」の徹底を図り、お客様の満足度向上に努めました。既存店売上が概ね当初予想で推移する中 

  で、期初の計画どおり集客の見込める立地条件、家賃条件、店舗の採算性等の観点から厳選した好立地の新規店舗が

  好調な売上の推移を保つことができました。また利益面におきましては、業務オペレーションの見直し、食材管理の

  見直し、一般管理費の適正なコスト管理により収益性の高い店舗運営に努めました結果、売上高、経常利益、中間純

  利益いずれも期初予想を上回りました。 

   当中間会計期間の新規店舗展開につきましては、イタリア家庭料理「元祖にんにくや」3店舗、前期に新業態とし 

  て開発をした、イタリア食堂「まかない亭」・ナポリ食堂「まかない亭」の「まかない亭」シリーズの5・6・7号店 

  目の3店舗を新規出店し、合計新規6店舗を出店いたしました。また、全体営業店舗数は60店舗となりました。 

   以上の結果、当中間会計期間の売上高は3,421,703千円、経常利益522,718千円、中間純利益284,444千円となりま 

  した。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

   当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、757,827千円となり、前事業年度末の 

  残高598,837千円に比べ158,990千円増加しております。 

   当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果得られた資金は451,767千円となりました。 

   この主な要因は、税引前中間純利益489,276千円、減価償却費121,473千円、法人税等の支払額155,265千円等に 

  よるものであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用した資金は187,838千円となりました。 

   この主な要因は、有形固定資産の取得による支出169,714千円等によるものであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果使用した資金は104,940千円となりました。 

   この主な要因は、長期借入金の返済による支出38,325千円、自己株式の取得による支出35,643千円、配当金の支払

  額30,972千円によるものであります。 

  



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

金額（千円） 

レストラン 757,363 

フードコート 10,869 

合計 768,232 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

金額（千円） 

レストラン 3,381,824 

フードコート 39,878 

合計 3,421,703 



３【対処すべき課題】 

   当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

     ２．従業員数の（ ）は、臨時従業員数（1日8時間換算）を外書しております。 

     ３．「まかない亭」は、駅前立地等の狭小一等地出店を想定して開発したレストランであります。 

  

  平成19年5月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 

建物 工具器具備品 合計 

東北地区 

 まかない亭      １店舗 
営業設備 25,080 7,172 32,252  6 （13） 

関東地区 

  まかない亭      １店舗 
営業設備 25,276 6,815 32,091  1 （13） 

北陸地区 

 元祖にんにくや    １店舗 
営業設備 27,138 7,301 34,440  5 （14） 

関西地区 

 元祖にんにくや    １店舗 
営業設備 23,446 6,873 30,320  3 （19） 

四国地区 

 まかない亭      １店舗 
営業設備 22,769 6,414 29,184  5 （ 8） 

九州地区 

 元祖にんにくや    １店舗 
営業設備 18,282 6,302 24,585  4 （ 8） 



２【設備の新設、除却等の計画】 

  （1）重要な設備の新設等 

     当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設計画について重要な変更はありません。 

  

  （2）重要な設備の除却等 

     当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却は、次のとおりであります。 

 （注）上記については、27,974千円の減損損失を計上しております。 

事業所名  
（所在地）  

 設備の内容 
 中間会計期間末 

帳簿価額 
 （千円） 

除却等の予定年月  
除却等による 
減少能力 

元祖にんにくや 柏店 

 （千葉県柏市） 
営業設備  0 平成19年11月  64席  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

平成18年４月24日臨時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、な

らびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は

必要と認める株式の数の調整を行う。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年８月23日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,162,000 5,162,000 

大阪証券取引所 

（ニッポン・ニュー・マ

ーケット－「ヘラクレ

ス」） 

－ 

計 5,162,000 5,162,000 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 600 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１． 60,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２． 565 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年５月１日から 

平成28年３月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） （注）２. 

発行価格   565 

資本組入額  283 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４． 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合は、次の算式により

１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、

ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社

は必要と認める払込金額の調整を行う。 

３．当該新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。 

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締役ま

たは従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新

株予約権を行使することができる。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合

は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

③ 新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場された場合に限り、新株予約権を行使することができ

る。 

④ その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。 

４．新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年12月１日 

 ～ 

平成19年5月31日 

     － 5,162,000 － 483,300      － 450,090 



(5）【大株主の状況】 

（注）当社は、自己株式47,500株（0.92％）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

  平成19年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大淵雅次 東京都三鷹市 3,500 67.80 

エイチエスビーシーバンクピ

ーエルシーアカウントアトラ

ンティスジャパングロースフ

ァンド 

(常任代理人 香港上海銀行

東京支店) 

２ ＣＯＰＴＨＡＬＬ ＡＶＥＮＵＥ， 

ＬＯＮＤＯＮ，ＥＣ２Ｒ７ＤＡ ＵＫ 

 

  

(東京都中央区日本橋３丁目１１番１号) 

  

202 3.91 

  

株式会社南日本銀行 

  

  

鹿児島県鹿児島市山下町１－１ 

   

194 3.75 

  

モルガンスタンレーアンドカ

ンパニーインターナショナル

ピーエルシー 

(常任代理人 モルガン・ス

タンレー証券株式会社) 

  

２５ ＣＡＢＯＴ ＳＱＵＡＲＥ， 

ＣＡＮＡＲＹ ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ

Ｅ１４ ４ＱＡ ＥＮＧＬＡＮＤ 

(東京都渋谷区恵比寿４丁目２０番３号 

恵比寿ガーデンプレイスタワー) 

109 2.11 

  

フォルティスプライベートエ

クイティアジアファンド 

(常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行) 

  

ＷＡＲＡＮＤＥＢＥＲＧ ３，１０００ 

ＢＲＵＳＳＥＬＳ，ＢＥＬＧＩＵＭ  

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 

決済事業部) 

70 1.35 

  

パワーアップ従業員持株会 

  

  

愛媛県松山市三番町６丁目８－７ 

Ｎビル３Ｆ 

50 0.97 

大西直子 北海道千歳市 50 0.96 

  

資産管理サービス信託銀行株

式会社（金銭信託課税口） 

  

  

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

46 0.90 

  

ジャフコV１－B号投資事業有

限責任組合 

無限責任組合員 株式会社ジ

ャフコ 

  

東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 

（株式会社ジャフコ内） 

 

  

40 0.77 

  

投資事業有限責任組合えひめ

ベンチャーファンド２００４ 

無限責任組合員 フューチャ

ーベンチャーキャピタル株式

会社 

  

京都府京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗

水町６５９烏丸中央ビル８階 

  

  

  

40 0.77 

  

株式会社愛媛銀行 

  

  

愛媛県松山市勝山町２丁目１ 

  

40 0.77 

計 － 4,342 84.12 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権1個）含まれて 

    おります。 

  

②【自己株式等】 

  平成19年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   47,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,114,200 51,142 － 

単元未満株式 普通株式    300 － － 

発行済株式総数 5,162,000 － － 

総株主の議決権 － 51,142 － 

  平成19年５月31日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社パワーアップ 
愛媛県松山市三番町 

６丁目８－７ 
47,500 － 47,500 0.92 

計 － 47,500 － 47,500 0.92 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものでありま

す。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円） 1,180 1,133 815 768 838 808 

最低（円） 1,010 734 700 700 710 755 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

  当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

 ４．最初に提出する半期報告書の記載上の特例 

     当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、「企業内容等開示ガイドライン24の５-４」の規定によ 

   り前年同期との対比は行っておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金   793,826     658,836     

２．売上預け金   421,151     413,185     

３．原材料   24,494     23,894     

４．その他   93,398     68,343     

流動資産合計     1,332,870 41.6   1,164,259 39.2 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※１             

(1）建物   1,016,201     972,715     

(2）工具器具備品   167,880     164,646     

(3）その他   －     26,269     

有形固定資産合計   1,184,082     1,163,631     

２．無形固定資産   2,787     2,752     

３．投資その他の資産               

(1）敷金・保証金   572,871     540,488     

(2）その他   113,397     100,127     

貸倒引当金   －     △1,425     

投資その他の資産合計   686,269     639,191     

固定資産合計     1,873,138 58.4   1,805,575 60.8 

資産合計     3,206,009 100.0   2,969,835 100.0 

      

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金   128,266     126,806     

２．１年内返済予定長期借入金   33,320     71,645     

３．未払金   398,112     446,964     

４．未払法人税等   261,758     164,995     

５．その他   56,082     62,271     

流動負債合計     877,540 27.4   872,684 29.4 

Ⅱ 固定負債               

  役員退職慰労引当金   124,888     112,648     

固定負債合計     124,888 3.9   112,648 3.8 

負債合計     1,002,428 31.3   985,332 33.2 

      

 



    
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     483,300 15.1   483,300 16.3 

２．資本剰余金               

資本準備金   450,090     450,090     

資本剰余金合計     450,090 14.0   450,090 15.2 

３．利益剰余金               

その他利益剰余金               

 別途積立金   700,000     700,000     

 繰越利益剰余金   603,724     350,252     

利益剰余金合計     1,303,724 40.7   1,050,252 35.3 

４. 自己株式     △35,643 △1.1   － － 

株主資本合計     2,201,471 68.7   1,983,642 66.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価差額金     2,110     860   

評価・換算差額等合計     2,110 0.0   860 0.0 

純資産合計     2,203,581 68.7   1,984,503 66.8 

負債・純資産合計     3,206,009 100.0   2,969,835 100.0 

      



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     3,421,703 100.0   5,694,308 100.0 

Ⅱ 売上原価     767,633 22.4   1,334,324 23.4 

売上総利益     2,654,070 77.6   4,359,984 76.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,141,705 62.6   3,745,101 65.8 

営業利益     512,364 15.0   614,883 10.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   11,815 0.3   27,064 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,461 0.0   28,740 0.5 

経常利益     522,718 15.3   613,208 10.8 

Ⅵ 特別利益 ※３   － －   23,400 0.4 

Ⅶ 特別損失 ※4、5   33,442 1.0   51,820 0.9 

税引前中間（当期）純利益     489,276 14.3   584,788 10.3 

法人税、住民税及び事業税   252,027     278,713     

法人税等調整額   △47,195 204,832 6.0 3,507 282,220 5.0 

中間（当期）純利益     284,444 8.3   302,566 5.3 

      



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

  （注）平成19年２月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

483,300 450,090 450,090 700,000 350,252 1,050,252 － 1,983,642

中間会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注） － － － － △30,972 △30,972 － △30,972

中間純利益 － － － － 284,444 284,444 － 284,444

自己株式の取得 － － － － － － △35,643 △35,643

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 253,472 253,472 △35,643 217,829

平成19年５月31日 残高 
（千円） 

483,300 450,090 450,090 700,000 603,724 1,303,724 △35,643 2,201,471

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

860 860 1,984,503

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注） － － △30,972

中間純利益 － － 284,444

自己株式の取得 － － △35,643

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

1,250 1,250 1,250

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,250 1,250 219,079

平成19年５月31日 残高 
（千円） 

2,110 2,110 2,203,581



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成17年11月30日 残高 
（千円） 

124,500 91,290 91,290 450,000 321,686 771,686 987,476

事業年度中の変動額     

新株の発行 358,800 358,800 358,800 － － － 717,600

別途積立金の積立て － － － 250,000 △250,000 － －

当期純利益 － － － － 302,566 302,566 302,566

利益処分による役員賞与 － － － － △24,000 △24,000 △24,000

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

358,800 358,800 358,800 250,000 28,566 278,566 996,166

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

483,300 450,090 450,090 700,000 350,252 1,050,252 1,983,642

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成17年11月30日 残高 
（千円） 

654 654 988,130

事業年度中の変動額   

新株の発行 － － 717,600

別途積立金の積立て － － －

当期純利益 － － 302,566

利益処分による役員賞与 － － △24,000

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

206 206 206

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

206 206 996,372

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

860 860 1,984,503



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税引前中間（当期）純利益   489,276 584,788

２．減価償却費   121,473 189,011

３．役員退職慰労引当金の増加額   12,240 23,929

４．敷金解約損   278 355

５．貸倒引当金の減少額   △1,425 △300

６．受取利息及び受取配当金   △438 △117

７．支払利息   528 2,699

８．受取保険金   － △19,283

９．営業補償金   － △4,116

10. 固定資産除却損   967 13,437

11．減損損失   27,974 38,383

12. 店舗閉店損失   4,500 －

13. 役員賞与の支払額   － △24,000

14．売上債権の増加額   △7,966 △96,034

15．たな卸資産の増加額   △599 △5,679

16．仕入債務の増加額   1,459 31,595

17. 未払金の増減額（△は減少）   △48,852 132,727

18．その他   7,683 40,800

小計   607,098 908,197

19．利息及び配当金の受取額   438 117

20．利息の支払額   △504 △2,291

21. 営業補償金の受取額   － 4,116

22．法人税等の支払額   △155,265 △284,981

営業活動によるキャッシュ・フロー   451,767 625,160

 



    
当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．定期預金の預入による支出   △36,000 △60,000

２．定期預金の払出による収入   60,000 84,000

３．有形固定資産の取得による支出   △169,714 △661,257

４．投資有価証券の取得による支出   △618 △1,205

５．敷金・保証金の差入による支出   △40,273 △156,419

６．敷金・保証金の返還による収入   1,782 16,420

７．その他   △3,015 3,380

投資活動によるキャッシュ・フロー   △187,838 △775,083

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．長期借入金の返済による支出   △38,325 △144,904

２．株式の発行による収入   － 702,839

３. 自己株式の取得による支出   △35,643 －

４. 配当金の支払額   △30,972 －

財務活動によるキャッシュ・フロー   △104,940 557,935

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   158,990 408,013

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   598,837 190,824

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※ 757,827 598,837

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左  

  (3）たな卸資産 

原材料 

最終仕入原価法による原価法 

(3）たな卸資産 

原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法 

 但し、平成10年４月１日以降取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物    ９年～27年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  (2）無形固定資産 

定額法 

 ソフトウエア（自社利用）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

  同左 

  (2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規

に基づく中間会計期間末要支給額を計上してお

ります。 

(2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

  同左 

５．中間キャッシュ・フロー計算書

（キャッシュ・フロー計算書）

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

  同左 

６．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」として表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１. 

────── 

１．（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これにより税引前当期純利益は38,383千円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除しております。 

２. 

────── 

２．（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,984,503千円であり、こ

の適用による増減はありません。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

３. 

────── 

３．（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用しております。これにより、従

来、株主総会決議時に未処分利益の減少として会計処理していた役

員賞与を当事業年度から発生時に費用処理しております。この結

果、営業利益、経常利益、税引前当期純利益がそれぞれ30,000千円

減少しております。 

４. （有形固定資産の減価償却の方法） 

 当中間会計期間より、平成19年税制改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法によっております。 

 なお、この変更による営業利益、経常利益及び税引前中間純利益

に与える影響は軽微であります。 

４. 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

554,144千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

433,300千円 



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

販売協力金 6,552千円 販売協力金 17,604千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 528千円 支払利息 2,699千円 

※３    ────── ※３ 特別利益のうち主要なもの 

 

  

受取保険金 19,283千円 

営業補償金 4,116千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 27,974千円 減損損失 38,383千円 

※５ 減損損失 

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

※５ 減損損失 

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

減損損失 27,974千円 

用途 種類 金額 

店舗 
（柏店） 

建物、工具器具
備品 

27,974千円

減損損失 38,383千円 

用途 種類 金額 

店舗 
（尼崎店、東大 
 阪店） 
  

建物、工具器具
備品、長期前払
費用 

38,383千円

減損損失の内訳 減損損失の内訳 

建物 22,696千円 

工具器具備品 5,278千円 

 合計 27,974千円 

建物 29,807千円 

工具器具備品 311千円 

長期前払費用 8,263千円 

 合計 38,383千円 

 当社は、店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小

の単位として資産のグルーピングを行っております。

上記資産グループの回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、減価償却計算に用いられる税法規

定等に基づく備忘価額により評価しております。 

 当社は、店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小

の単位として資産のグルーピングを行っております。

上記資産グループの回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、減価償却計算に用いられる税法規

定等に基づく残存価額により評価しております。 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 121,103千円 

無形固定資産 349千円 

有形固定資産 186,185千円 

無形固定資産 569千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）自己株式の増加47,500株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得であり 

     ます。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  （注）１．平成18年４月19日付で1株につき20株の割合を持って株式分割をしております。 

 ２．普通株式の発行済株式総数の増加4,936,400株は、普通株式の分割による増加4,286,400株、公募での 

 新株発行による増加500,000株、第三者割当による新株発行による増加150,000株であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 次のとおり決議をいたしました。 

  
前事業年度末 

株式数 
当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 

発行済株式         

普通株式 5,162,000株 － － 5,162,000株 

合計 5,162,000株   － － 5,162,000株 

自己株式         

普通株式（注） －  47,500株 －  47,500株 

合計 －  47,500株 －  47,500株 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年２月27日 

定時株主総会 
普通株式 30,972千円 利益剰余金 6円 平成18年11月30日 平成19年２月28日

  
前事業年度末 

株式数 
当事業年度増加 

株式数 
当事業年度減少 

株式数 
当事業年度末 

株式数 

発行済株式         

普通株式（注）１.２ 225,600株 4,936,400株 － 5,162,000株 

合計 225,600株 4,936,400株 － 5,162,000株 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年２月27日 

定時株主総会 
普通株式 30,972千円 利益剰余金 6円 平成18年11月30日 平成19年２月28日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

         （平成19年５月31日現在）          （平成18年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 793,826千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△36,000千円

現金及び現金同等物 757,827千円

現金及び預金勘定 658,836千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△60,000千円

現金及び現金同等物 598,837千円



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

工具器具備
品 

228,523 164,237 64,285 

車両運搬具 22,570 17,696 4,873 

ソフトウェ
ア 

5,000 3,166 1,833 

合計 256,093 185,101 70,992 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備
品 

242,497 152,875 89,622 

車両運搬具 22,570 15,439 7,130 

ソフトウェ
ア 

5,000 2,666 2,333 

合計 270,067 170,981 99,085 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 48,706千円

１年超 27,125千円

合計 75,831千円

リース資産減損勘定 －千円

１年内 54,774千円

１年超 51,237千円

合計 106,011千円

リース資産減損勘定 －千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 26,817千円

リース資産減損勘定の

取崩額 
－千円

減価償却費相当額 25,028千円

支払利息相当額 1,168千円

減損損失 －千円

支払リース料 60,797千円

リース資産減損勘定の

取崩額 
－千円

減価償却費相当額 56,367千円

支払利息相当額 3,658千円

減損損失 －千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

   同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価は、取引金融機関から提示された価額等に基づいて算定しております。 

 
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度末 

（平成18年11月30日） 

  取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表
計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上
額 

（千円） 

差額 
（千円） 

株式 3,968 7,511 3,543 3,349 4,793 1,444 

合計 3,968 7,511 3,543 3,349 4,793 1,444 

対象物の種類 取引の種類 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 スワップ取引 100,000 △535 △535 100,000 △865 △865 



（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1）ストック・オプションの内容 

  
平成18年 

ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び数 
当社取締役 5名 

当社従業員 3名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 60,000株 

付与日 平成18年4月24日 

権利確定条件 

 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社の取締役または従

業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結し

ている場合に限り新株予約権を行使することができる。ただし、定年退職その

他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

対象勤務期間  定めておりません。 

権利行使期間  平成20年5月1日から平成28年３月31日 

  
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役 ５名 

当社従業員 ３名 

ストック・オプション数 普通株式 60,000株 

付与日 平成18年4月24日 

権利確定条件 

 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社の取締役または従

業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結し

ている場合に限り新株予約権を行使することができる。ただし、定年退職その

他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

対象勤務期間   定めておりません。 

権利行使期間   平成20年５月１日から平成28年３月31日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

   
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）   

前事業年度末     － 

付与   60,000 

失効     － 

権利確定     － 

未確定残   60,000 

権利確定後 （株）   

前事業年度末     － 

権利確定     － 

権利行使     － 

失効     － 

未行使残     － 

    
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 565 

行使時平均株価 （円）   － 

公正な評価単価（付与日） （円）   － 



（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 430.85円

１株当たり中間純利益金額 55.25円

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 
55.04円

１株当たり純資産額 384.44円

１株当たり当期純利益金額 63.66円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
63.40円

    

   当社は、平成18年４月19日付をもって、普通株式１

株につき20株の割合で分割しております。当該株式分

割が前事業年度期首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情報は、以下のとおりにな

ります。 

  １株当たり純資産額 213.68円

１株当たり当期純利益金額 54.75円

   潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。 

   項目   
当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益 (千円) 284,444 302,566 

普通株主に帰属しない金額 (千円) － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 (千円) 284,444 302,566 

期中平均株式数 (株) 5,148,755 4,752,548 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
    

中間（当期）純利益調整額 (千円) － － 

普通株式増加数 
（株） 

19,244 19,827 

（うち新株予約権） （19,244） (19,827) 

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含まれなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

────── １．会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づ

く自己株式の取得 

 当社は、平成19年２月14日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式を買い受けるこ

とを決議いたしました。 

(1）自己株式の取得を行う理由 

 経済情勢の変化に対応した機動的な資本政策を遂行

するため 

(2）取得の内容 

① 取得する株式の種類 

当社普通株式 

② 取得する株式の総数 

250,000株（上限） 

（発行済株式総数に対する割合 4.84％） 

③ 株式の取得価額の総額 

300,000千円（上限） 

④ 取得期間 

平成19年２月15日から平成19年11月30日まで 

  

(ご参考) 平成18年11月30日時点の自己株式の保有状況 

発行済株式総数(自己株式を除く) 

  5,162,000株

自己株式数 －株

  

  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第９期）（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日）平成19年２月28日四国財務局長に提出。 

(2)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成19年２月15日 至 平成19年２月28日）平成19年８月６日四国財務局長に提出。 

  

(3)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年８月６日四国財務局長に提出。 

  

(4)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日）平成19年８月６日四国財務局長に提出。 

  

(5)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）平成19年８月６日四国財務局長に提出。 

  

(6)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年６月30日）平成19年８月６日四国財務局長に提出。 

  

(7)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年７月31日）平成19年８月６日四国財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成19年８月６日 

 株 式 会 社 パ ワ ー ア ッ プ  

  取 締 役 会 御 中      

  監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員  

業務執行社員 
  公認会計士 北 田   隆    印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉 井   修    印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社パワーアップの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第10期事業年度の

中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社パワーアップの平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上

  

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社 

   （半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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